
熊本県ホワイト物流推進環境整備補助金交付要領 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、熊本県商工労働補助金等交付要項（以下、「交付要項」という。）第１５

条の規定に基づき、物流の停滞が懸念される２０２４年問題が目前に迫る中、県民生活や産

業活動に必要な物流を安定的に確保するため、運送事業者と連携して物流の効率化に取り組

む荷主事業者を支援することを目的に、熊本県補助金等交付規則（以下、「交付規則」という。）

第２条第４項第１号に規定する補助金を交付する公益社団法人熊本県トラック協会（以下、

「補助事業者」という。）を対象とした熊本県ホワイト物流推進環境整備補助金（以下、「補

助金」という。）の申請等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において「運送事業者」とは、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83号）

第２条第１項に規定する貨物自動車運送事業を経営する者をいう。 

２ この要領において「荷主事業者」とは、次の各号のいずれにも該当する事業者をいう。 

(1) 自らの事業（貨物の輸送の事業を除く。）に関し、貨物を継続して運送事業者に輸送さ

せている者（農業協同組合、熊本県経済農業協同組合連合会又は熊本県果実農業協同組合

連合会を除く。） 

(2) 熊本県内に本社又は営業所を有している者 

 

（補助対象経費、補助率及び補助金額） 

第３条 交付要項第２条の補助金の交付の対象経費及びこれに対する補助率は別表のとおりと

し、補助金額は予算の範囲内で決定する。 

 

（補助金の交付申請） 

第４条 交付要項第３条第２項第１号の事業計画書は、別記第１号様式によるものとする。 

 

 （補助事業の内容等の変更） 

第５条 交付規則第７条第１項に規定する変更事由は、次のいずれかのとおりとする。 

(1) 補助事業に係る内容の変更（前条の事業計画書に掲げる事業の目的の達成に支障を来た

すことなく、かつ、事業効率を低下させない事業計画の細部の変更をする場合を除く） 

(2) 補助事業に要する経費のうち、経費区分毎の配分額の２０％を超える変更 

２ 前項の変更事由に当たる変更をしようとするときは，交付要項第５条第２項の規定により

変更申請書を提出し、添付すべき事業変更計画書は、別記第２号様式によるものとする。 

 

（実績報告） 

第６条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）

は、交付要項第９条第３項の規定にかかわらず、その日から起算して３０日を経過した日又

は知事が別に定める日のいずれか早い日までに、同条第１項の規定による実績報告書を知事

に提出しなければならない。 

２ 同条第２項第２号により実績報告書に添付すべき書類は、別記第３号様式によるものとす

る。 

３ 補助事業の実施期間内において、県の会計年度が終了することが明らかである場合は、当

該会計年度の３月２５日までに当該会計年度中の実績について前２項に準ずる書類を提出

しなければならない。 

 



（財産の処分の制限）  

第７条 補助事業により取得し又は効用が増加した財産のうち、交付規則第２１条第２項に定

める処分を制限する財産は、取得価格又は効用の増加価格が税抜き単価５０万円以上の機械、

器具及びその他の財産とし、同項に規定する期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省

令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間を準用する。 

 

（不正受給等の対応） 

第８条 補助事業者が行う事業の実施にあたり、虚偽の申請等により不正受給等の不測の事態

が生じた場合には、県及び補助事業者との協議のうえ、対応するものとする。 

 

附 則  

 この要領は、令和６年（２０２４年）１月１９日から施行する。 

 

別表 

区 分 補 助 対 象 経 費 補 助 率 

１ 管理運営事業 

事業実施に要する人件費※、旅費、印刷製本費、消耗品費、通信

運搬費、借料・損料、委託費、その他知事が必要と認める経費 

※ 他の国・県等の補助金との重複計上は不可 

10/10以内 

２ 補助金交付事業 

熊本県ホワイト物流推進環境整備補助金の交付に要する経費 

１ 補助金の交付対象者 

  交付申請時点において、国の「ホワイト物流」推進運動に

参画し、物流の効率化に向けて運送事業者と連携して取り組

んでいる荷主事業者 

 

２ 補助金の交付対象経費 

  物流の効率化に資する次のいずれかに該当する取組みに

要する経費 

（１） トラック輸送に使用する統一規格のパレット等の製品

や備品の導入 

（２） 手荷役作業の軽減に資するフォークリフト、ハンドリ

フト、カゴ台車等の機器の導入 

（３） 荷待ち時間短縮や輸送の効率化に資する予約受付等の

システムの導入 

（４） その他知事が必要と認めるもの 

 

３ 補助対象外経費 

（１） リース契約に基づく費用 

（２） 不動産の取得に係る費用 

（３） 保証料、保険料、手数料、租税公課 

（４） その他知事が不適当と認めるもの 

 

４ 補助金の交付額 

  上記２の交付対象経費（消費税及び地方消費税は含まな

い）に3/4を乗じて得た額（千円未満の端数は切り捨て） 

 

５ 補助金の交付上限額 

  １事業者当たり100万円とする 

10/10以内 

 


